
 
足立区の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 
 
（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（２７年１月１日現在） 
歳出額(Ａ) 実質収支 人件費(Ｂ) 

人件費率

（Ｂ／Ａ） 

(参考)２５年

度の人件費率 

２６年度 
人 

６７４，１１１ 

千円 

265,566,300 

千円 

5,689,172 

千円 

35,789,502 

％ 

１３．５ 

％ 

１４．１ 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

(Ａ) 

給     与     費 １人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 

(参考)特別区

平均１人当た

り給与費 
給 料 職員手当 期末・ 

勤勉手当 

計 (Ｂ) 

２６年度 
人 

3,300 

千円 

13,432,571 

千円 

4,740,643 

千円 

5,865,491 

千円 

24,038,705 

千円 

7,284 

千円 

6,994 

※ 職員手当には退職手当を含まない。 

※ 職員数は、２６年４月１日現在の人数である。 

※ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れており、職員数には該当職員を含んでいない。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況 

 
※ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政

職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数である。 

※ 平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法に

よる給与減額措置が無いとした場合の値である。 

   

 

 

 

 

 

 

 



（４）給与改定の状況 

①月例給 

区 分 
特別区人事委員会の勧告 給 与  国 の 

民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告（改定率） 改定率  改定率 

２７年度 401,567円 400,154円 
1,413円 

(0.35%) 

1,413円 

(0.35%) 
0.35％  0.36％ 

※「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパ

イレス比較した平均給与月額である。 

②特別給（期末・勤勉手当） 

区 分 

特別区人事委員会の勧告 年  間  国の年間 

民間の支給 

割合 Ａ 

公務員の支給 

月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 
支給月数  支給月数 

２７年度 4.32月 4.20月 0.12月 0.10月 4.30月  4.20月 

※「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の

支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

  ①給料表の見直し 

    

 

 

  ②地域手当の見直し 

 

 

   

 

 

 

 

 

  ③その他の見直し内容 

 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２７年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

足立区 ４１．３歳 ３１２，２９１円 ４４４，３８４円 ３９４，１２１円 

東京都 ４１．６歳 ３１８，５１３円 ４５４，８８６円 ４００，２４６円 

国 ４３．５歳 ３３４，２８３円 － ４０８，９９６円 

特別区 ４２．０歳 ３１４，１８１円 ４４０，８７４円 ３９５，６６９円 

 

内容：地域手当の支給割合を 2％引上げ、20％に設定したことに伴い、給料月額を同率程
度引下げ。ただしⅠ類初任給までの号給については引下げなし。これらの号給付近等は引
下げを緩和。 
実施時期：平成２７年４月１日 

支給割合：国基準20％対し、当区においても20％を支給。 
実施時期：平成２７年４月１日 
(参考) 
 平成２６年度の

支給割合 

  平成２７年度の支給割合 見直し後の支給

割合(H28．4.1)  4月1日時点  遡及改定後 

国基準による 

支給割合 
18％ 18％ 18.5％ 20％ 

足立区の 

支給割合 
18％ 20％ ― 20％ 

 

内容：管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、見直しを実施。 
実施時期：平成２７年４月１日 
 



②技能労務職 

区 分 

公務員 民 間 参考 

平均 

年齢 

歳 

職員数 

 

人 

平均給料 

月額     

円        

平均給与 

月 額 

円 

(Ａ) 

平均給与月

額（国比較ベ

ース） 

対応する 

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

歳 

平均給与月

額  円 

(Ｂ) 
Ａ/Ｂ 

足立区 50.2 200 313,600 448,233 398,068 － － － － 

 うち 
清掃職員 48.9 167 311,700 454,813 397,918 廃棄物処理業 44.9 289,500 1.57 

うち守衛 60.7 2 231,300 321,050 277,600 守衛 59.0 270,400 1.19 

うち用務員 57.2 13 346,300 433,092 423,285 用務員 54.6 200,300 2.16 
うち 

自動車運転 59.7 1 372,200 541,900 467,100 
自家用乗用 

自動車運転者 54.5 306,100 1.77 

その他 55.1 17 313,400 404,706 391,065 － － － － 

東京都 48.1 1,537 293,483 397,232 365,078 － － － － 

国 50.2 2,994 289,141 － 328,318 － － － － 

特別区 50.1 332 300,893 408,245 376,432 － － － － 

 

区 分 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 (Ｃ) 民間 (Ｄ) Ｃ／Ｄ 

足立区 － － － 

 うち 清掃職員 6,766,891 3,952,300 1.71 

うち 守 衛 4,824,060 3,707,700 1.30 

うち 用務員 6,651,568 2,774,400 2.40 

うち 自動車運転 8,066,040 4,021,400 2.01 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。 

 （平成２４～２６年の３ヶ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２

倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支

給された年間賞与の額を加えた試算値である。 
 
 

③教育職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

足立区 ４６．８歳 ３８７，０００円 ５７８，２４４円 

東京都 ４０．９歳 ３４２，４７２円 ４４３，３４２円 

特別区 ３８．２歳 ３２１，２８４円 ４２９，８００円 

※「平均給料月額」とは、平成２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で 

ある。 

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

にされているものである。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務

員と同じベース（時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

 

 

 

 



（２）職員の初任給の状況（２７年４月１日現在） 

区   分 足 立 区 東 京 都 国 

一般行政職 
大学卒 １８１，２００円 １８１，２００円 １７４，２００円 

高校卒 １４３，３００円 １４３，０００円 １４２，１００円 

技能労務職 高校卒 １３５，２００円 １３９，５００円 － 

   

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２７年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

一般行政職 
大学卒 ２６３，１８２円 ３５１，２０７円 ３８２，８００円 ４１４，２２４円 

高校卒 ２２７，１００円 ３１４，６４４円 ３４８，４９５円 ３６５，８２５円 

技能労務職 高校卒 － ２８６，２７５円 ３１０，４２４円 ３２６，０８８円 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
 

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２７年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の

給料月額 

最高号給の

給料月額 

８級 部  長 31人 1.4％ 332,400円 510,400円 

７級 統括課長 19人 0.9％ 280,200円 453,300円 

６級 課  長 81人 3.6％ 252,400円 439,800円 

５級 総括係長 215人 9.6％ －   426,600円 

４級 係長・担当係長・主査 479人 21.5％ 216,200円 404,900円 

３級 主任主事 733人 32.8％ 195,000円 363,500円 

２級 
相当高度の知識または経験を必要

とする業務を行う主事 
573人 25.7％ 166,500円 333,100円 

１級 上記各職務の級に属さない主事 102人 4.6％ 138,700円 299,800円 

※ 区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

※ 標準的な職務内容は、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 



（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 前年１年間の勤務成績に基づく勤務評定結果を判断基準として、昇給区分Ｃを標準として５段

階の昇給区分（下記参照）を設定し、昇給区分に応じた昇給を毎年４月１日に実施している。 

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

昇給号数 ６号 ５号 ４号 ３号 昇給なし 

 

ＡＢ昇給付与実績（平成２７年４月１日昇給分） 

 ■管理職   

 昇給区分 昇給号数 付与人数（人） 

 Ａ 極めて良好 ６号 １２ 

 Ｂ 特に良好 ５号 ２４ 

 Ｄ やや良好でない ３号 ４ 

 Ｅ 良好でない ０号 １ 

 ■一般職（管理職を除く職員）  

 昇給区分 昇給号数 付与人数（人） 

 Ａ 極めて良好 ６号 ２８０ 

 Ｂ 特に良好 ５号 ５６４ 

 Ｄ やや良好でない ３号 ６ 

 Ｅ 良好でない ０号 ０ 

 

４ 職員の手当の状況 

 

（１）期末手当・勤勉手当（２７年４月１日現在） 

足立区 東京都 国 

１人当たり平均支給額 

(２６年度) １，５９７千円 

１人当たり平均支給額 

(２６年度) １，７３４千円 
― 

＜２６年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60月分  1.6月分 

 (1.45月分) (0.75月分) 

＜２６年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60月分  1.60月分 

 (1.45月分) (0.75月分) 

＜２６年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60月分  1.50月分 

 (1.45月分) (0.70月分) 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 5～20％ 

管理職加算   15～20％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 3～20％ 

管理職加算   15～25％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等

による加算措置 

役職加算  5～20％ 

管理職加算 10～25％ 

※（  ）内は、再任用職員に係る支給割合 

 

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

前年１年間の勤務実績に基づく勤務評定結果を判断基準として、中位を標準として５

段階（下記参照）の成績段階を設定し、成績段階に応じた割合の勤勉手当を支給してい

る。管理職は平成１４年度、係長級は平成２０年度、主任主事は平成２２年度、主事は

平成２４年度から実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 



◎成績段階ごとの支給割合 

 最上位 上位 中位 下位 最下位 

管理職 支給の都度区長が定める 9900/10000 9650/10000 9400/10000 

係長級 支給の都度区長が定める 9950/10000 9825/10000 9700/10000 

主任主事 支給の都度区長が定める 9960/10000 9835/10000 9710/10000 

主事 支給の都度区長が定める 10000/10000 9875/10000 9750/10000 

※ 全該当職員が一律拠出した額及び下位・最下位から拠出した額を原資として、一定の割

合により上位、最上位に再配分した額をもって支給割合を決定する。 

 

付与実績（平成２６年６月支給分） 

■管理職   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 １３ 

上 位 ２８ 

下 位 ３ 

最下位 １ 

■一般職（係長級）   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 ７８ 

上 位 １４９ 

下 位 ０ 

最下位 ０ 

■一般職（主任主事）   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 １６３ 

上 位 ３１７ 

下 位 ２ 

最下位 １ 

■一般職（主事）   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 ７９ 

上 位 １５０ 

下 位 ３ 

最下位 １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）退職手当（２７年４月１日現在） 

足立区 国 

＜支給率＞ 自己都合  勧奨・定年 

勤続20年  18.50月分 25.50月分 

勤続25年  29.00月分 34.25月分 

勤続35年  41.25月分 49.55月分 

最高限度額 41.25月分 49.55月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

＜１人当たり平均支給額＞ 

自己都合    5,743千円 

勧奨・定年  23,798千円 

＜支給率＞ 自己都合  勧奨・定年 

勤続20年 20.445月分 25.55625月分 

勤続25年 29.145月分 34.5825月分 

勤続35年  41.325月分 49.59月分 

最高限度額 49.59月分 49.59月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

 

 

 

※ 退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

（３）地域手当（２７年４月１日現在） 

支給実績（２６年度決算） ２，４４２，０８０千円 

支給職員1人当たり平均支給年額(２６年度決算) ６７９，６７７円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

足立区 ２０％ ３，５９３人 １８％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

(ラスパイレス指数) 

９８．９ 

(１００．６) 

※地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

(補正前のラスパイレス指数×(1＋当該団体の地域手当支給率)／(1＋国の指定基準に基づく地

域手当支給率)により算出。) 

 

（４）特殊勤務手当（２７年４月１日現在） 

支給実績(２６年度決算) ３８，２８６千円 

支給職員１人当たり平均支給年額(２６年度決算) ５９，９１６円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(２６年度) １７．８％ 

手当の種類（２６年度手当数） ４種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（26年度決算） 

支給単価 

特殊現場業務手当 建築・土木 足場10m以上 17千円 日額390円 

防疫等業務手当 保健師 Ⅰ類感染症・結核 16千円 日額230～390円 

福祉事務所業務手当 事務・福祉・介護指導 訪問指導・面接 8,832千円 日額300～460円 

清掃業務手当 作業・自動車運転 廃棄物処理 29,419千円 日額700円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（２６年度決算） １，０４７，１４０千円 

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） ３２１千円 

支給実績（２５年度決算） １，００３，２９８千円 

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） ３０５千円 

  ※職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(２６年度決算)」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とな

らない職員を除く。)であり、短時間勤務職員を含む。



（６）その他の手当（２７年４月１日現在） 

 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（２６年度

決算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額

（２６年度決算） 

扶養手当 

・配偶者        13,700円 

・配偶者を欠く第一子 13,700円 

・配偶者を除く扶養親族のうち 

2人まで         5,500円 

・その他の扶養親族    5,500円 

・16歳～22歳の子がいる場合の 

加算          4,000円 

異なる 支給金額（配
偶者 13,000

円、その他の

親族6,500円

等） 

225,005 

千円 

184,582円 

住居手当 

・持家        4,000円 

・借家・借間8,300～27,000円 

異なる 内容・金額
(賃 貸 住 宅

27,000円限

度 等） 

217,126 

千円 

107,489円 

通勤手当 

・交通機関利用者(電車、バスなど)

…運賃相当額(原則６カ月定期券

額)※１カ月当たりの支給限度額    

55,000円 

・交通用具使用者(自転車など)…

使用距離に応じて支給 

異なる 交通用具利

用者の単価 

 

405,367 

千円 

134,629円 

管理職手当 
職に応じて64,700～142,400円 

 

異なる 支給額等 185,262 

千円 

1,323,303円 

初任給 

調整手当 

医師の勤続期間区分に応じて

52,000～175,100円 

異なる 支給対象者
等 

10,089 

千円 

1,681,600円 

休日給・ 

夜勤手当 

休日･夜間(午後 10時～翌日午前

５時)の勤務に対し支給 

同じ 
－ 

83,383 

千円 

170,518円 

宿日直手当 
宿直･日直の勤務時間数に応じ、 

１回4,400～10,800円 

異なる 支給単価等 4,294 

千円 

32,292円 

管理職員特

別勤務手当 

・週休日又は休日 
部長級12,000円(6時間超18,000円) 

課長級10,000円(6時間超15,000円) 

・週休日又は休日以外 
部長級6,000円  課長級5,000円 

異なる 支給単価 

 
265千円 265,000円 

義務教育等

教員特別 

手当 

義務教育等の教育職員に、職務の

級号給に応じて支給 

－ － 854千円 67,675円 

単身赴任 

手当 

月額 30,000円(交通距離の区分に

より加算額6,000～14,000円) 

異なる 支給額等 0千円 0円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 特別職の報酬等の状況（２７年４月１日現在） 

 

区  分 給料月額等 （参考）特別区における最高／最低額 

給 

料 

区 長 １，０７８，８００円 1,248,000円／984,600円 

副区長   ８６４，９００円  1,010,000円／836,900円 

報 

 

酬 

議 長   ９４９，０００円  956,000円／856,000円 

副議長   ８１３，０００円  813,000円／743,000円 

議 員   ６１９，０００円  621,000円／585,200円 

期 

末 

手 

当 

区 長 （２７年度支給割合） 

３．１９月分 副区長 

議 長 
（２７年度支給割合） 

３．４５月分 
副議長 

議 員 

退 

職 

手 

当 

区 長 
（算定方式） 

1,078,800円×在職年数×450/100 

（１期の手当額） 

  19,418,400円 

（支給時期） 

任期ごと 

副区長 864,900円×在職年数×315/100 10,897,740円 任期ごと 

※ 退職手当の「１期の手当額」は、４月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、 

１期（４年＝４８月）勤めた場合における手当の見込額である。 



６ 職員数の状況 

 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在） 

    区 分 

部 門 

職  員  数 
対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 平成２６

年 

平成２７ 

年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 16 16 0  

総  務 579 591 12 戸籍事務外部委託業務範囲見直しによる増 

税  務 113 106 -7 税業務非常勤職員化による減 

労  働 11 11 0  

農林水産 7 5 -2 農業事務欠員不補充による減 

商  工 43 43 0  

土  木 437 437 0  

民  生 1,373 1,328 -45 保育園民営化に伴う減 

衛  生 461 460 -1 ごみ収集作業員退職不補充による減 

計 3,040 2,997 -43 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 44.36 人 
(特別区の人口１万人当たりの職員数 56.19人) 

教育部門   261 255 -6 幼保連携型保育園移行による減 

小 計 3,301 3,252 -49 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 48.13 人 
(特別区の人口１万人当たりの職員数63.57人) 

公営企業等会計部門 

 
その他   133   99  -34 国保業務外部化による減 

小 計   133   99  -34  

合 計 

［条例定数］ 

3,434 

[3,364] 

3,351 

[3,333] 

 -83 

[-31] 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 49.33 人 

※ 職員数は一般職に属する職員数である。 

※ ［ ］内は、条例定数の合計である。 



（２）年齢別職員構成の状況（２７年４月１日現在） 

 

 

 

区分 

20歳 

未満 

20歳 

 

23歳 

24歳 

 

27歳 

28歳 

 

31歳 

32歳 

 

35歳 

36歳 

 

39歳 

40歳 

 

43歳 

44歳 

 

47歳 

48歳 

 

51歳 

52歳 

 

55歳 

56歳 

 

59歳 

60歳 

以上 

 

 計 

職員数 11 99 320 311 283 280 370 440 380 467 390 0 3,351人 

 

 

（３）職員数の推移 
    年度 

部門別 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 
過去5年間の 

増減数（率） 

一般行政 3,242 3,217 3,171 3,096 3,040 2,997 ▲245（▲7.6％） 

教育 258 250 243 260 261 255 ▲3（▲1.2％） 

普通会計計 3,500 3,467 3,414 3,356 3,301 3,252 ▲248（▲7.1％） 

公営企業会計計 133 134 133 134 133 99 ▲34（▲25.6％） 

総合計 3,633 3,601 3,547 3,490 3,434 3,351 ▲282（▲7.8％） 

※ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

          


